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ロジステイクス・マーケティング戦略に関する研究

A Study on Logistics Marketing Strategy 

丹下博文
Hirofumi TANG E 

和文要旨

21 世紀の今日の日本においてロジステイクス・マーケテイング戦略を考察するうえで最も重要

な情勢変化は，少子高齢化による人口減少にともなう圏内市場の縮小であろう。その結果，顧客サー

ビスの一環としてのロジステイクスの要素がマーケテイング・ミックスと呼ばれる 4Ps の「場所」

から，例えばチャネルの差別化などを通して 4Cs の「買い手の便利さ」へと重点を移しこれが

いわゆる「買い物弱者」の増大傾向を背景に最近になってロジスティックを重視するロジステイク

ス・マーケティング戦略の必要性を高めたと考えられる 。 ただしその戦略の構築と実践に対して

は地域物流などに関して社会性というものが強く求められるようになってきたため，将来的にソー

シャル・ロジスティクスに対する研究が一層重要になるのではないかと予想される。

英文要旨

Today in Japan of the 21st Century, the most important movement when considering 
Logistics Mαrketing Strαtegy would be the domestic market shrinkage accompanied by the 

population-aging and declining-birthrate. Consequently the logistics factor as part of custmer 

service has shifted its emphasis from ‘Place' of 4Ps, called marketing mix, toward ‘Covenience' 

of 4Cs particularly through channel differentiation and so on. This phenomena has recently 

increased the necessity of logistics marketing strategy which attaches importance to logistics 

against the background of growing tendency of so-called ‘shopping refugees'. However it is 

presumed that the study on Sociα1 Logistics will take on an added significance in the near 

future since Sociα1 Context about Areα Logistics has been strongly demanded on the design and 

practice of logistics marketing strategy. 

和文キーワード:ロジスティクス・マーケティング戦略，地域物流，買い物弱者，ネットスーパー，

宅配，社会性，便利さ

英文キーワード: logistics marketing strategy, area logistics, shopping refugee, net-super, 

door-to-door delivery, social context, convenience 

目次

1 .はじめに

2. 物流・口ジスティクスの最新動向

2 -1.物流・口ジスティクスの重要性

2 -2. 宅配などの物流サービスの発展

3. r買い物弱者j に対する地域物流

3 -1.地域生活インフラとしての物流

3 -2. r買い物弱者J とネットスーパー



34 『経営管理研究所紀要』第 19 号 2012 年 12 月

3 -3 . 地域に存在する物流網の活用

4. エリア・マーケティングと地域物流

4 -1 .エリア・マーケテイングの発祥

4-2. 地域における消費者の問題

5. 最新の口ジスティクス・コンセプ卜

5 -1 .口ジスティクスのあるべき姿とは

5 -2. 口ジスティクスにおける社会性の発揮

6. まとめ

1.はじめに

本研究ではロジスティクスとマーケテイング

を概念的に融合することによって，ロジステイ

クスを重ネ見した「ロジスティクス・マーケティ

ングClogistics marketing) J という新しいタ

イプのマーケテイングに関する戦略 (strategy)

の研究を目的とする。世界の経済や市場がグ

ローパルに激変する時代をむかえ，企業経営と

ともにマーケテイングの分野においても過去と

同じ考え方や手法，あるいは戦略に依存するこ

とができなくなってきた。他方，物流やロジス

テイクスに関しては 20 世紀末に日本で「物流

を制するものは企業，そして社会を制する」と

主張され， 21 世紀初頭には「マーケティング

からロジステイクスの時代へ」とまで唱えられ

るほど注目されるようになり，時代の潮流が大

きく変化しつつある。

かつてマーケテイング活動の補助的な役割と

してしか認識されてこなかった「物流」が，情

報化やグローパル化を背景に企業間競争の激化

につれて顧客満足 (CS) や顧客関係 (CR) を

実現する経営戦略の一環を成す「ロジステイク

ス j として認識されるようになり，さらに 21

世紀の今日では顧客やユーザーの視点に立った

価値伝達のネットワー クまたはシステムとして

「サ プライチェーン・マネジメント (SCM)J

に進化しようとしている。こうしたパラダイム・

シフトのような情勢下において， 例えば伝統的

なマーケテイング・ミックスの 14PJ に代わ

る新しい 14CJ が提唱されるようになり，こ

うした動向を反映し本研究ではロジスティク

ス・マーケテイング戦略Clogistics marketing 

strategy) の枠組み構築を試みる。

もともとマーケテイング戦略の要素となる

マーケテイング・ミックスの 14PJ (または複

数を示す‘s を付けて 14PsJ と表記される

ことがある)は生産者や売り手の側に立ったプ

ロダクトアウト (product-out) の考え方に立

脚していると言われている。ところが最近では

顧客や買い手の側に立ったマーケットイン

(market-in) の考え方が重要視されるように

なり， 14PJ 自体が疑問視されるようになって

きた。そこで注目されるようになったのが，顧

客価値や顧客関係が重視される時代にあって，

買い手側の観点からマーケティング・ミックス

を 14CJ とする考え方である。この 14CJ の

要素には「顧客の解決策 (Customer

solution) J I消費者のコスト (Cost)J I買い手

の便利さ (Convenience)J I双方向のコミュニ

ケーション (Communication) J の 4 つが掲げ

られている。つまり，ロジスティクス・マーケ

テイング戦略を遂行するうえで必須となるマー

ケテイング・ミックスには 14CJ が適合する

のではないかと考えられるわけである。

以上のような前提的考察(1)をもとに，本研

究では主として戦略面に焦点を当ててロジス

ティクス・マーケティング戦略に関する考察を

深めていきたい。

2. 物流・口ジスティクスの最新動向

2 -1.物流・口ジスティクスの重要性

本研究の晴矢として最新の物流・ロジスティ

クスに関する動向を示す記述を紹介しておきた

い。なお， 日本工業規格 (JIS) における物流

用語 (ZOl11) の定義では，物流は「物資を供

給業者から需要者へ，時間的及び空間的に移動

する過程の活動。一般的には，包装，輸送，保

管，荷役，流通加工及びそれらに関連する情報

の諸機能を総合的に管理する活動。調達物流，

生産物流，販売物流，回収物流(静脈物流) , 
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消費者物流なと対象領域を特定して呼ぶこと

もある」と記されている 。 これに対し，ロジス

テイクスは「物流の諸機能を高度化し，調達，

生産，販売，回収などの分野を統合して，需要

と供給との適正化を図るとともに顧客満足を向

上させ，併せて環境保全，安全対策などをはじ

めとした社会的課題への対応を目指す戦略的な

経営管理」 と定義されている (2 )。

最初に欧米と日本における企業経営の視点か

らの捉え方の相違を示す次のような実務的な指

摘が興味深い(3)。いわく， 日本の経営におい

て物流機能は著しく軽視または無視されてきて

おり，それを象徴するのが人事である。たとえ

ば上場企業における物流部門の社内評価はおし

なべて低く人気がないため，優秀な人材の確保

が難しいと言われている 。 これに対し，欧米の

企業における物流部門の地位や評価は大変高

く， 日本の消極的な取り組み方とは対照的であ

る 。 欧米の企業人は物流を経営における最重要

項目のーっと認識し，いくら良い商品であって

も物流でコストがかさむと企業収益を圧迫する

という現実をよく知っている。それにもかかわ

らず日本では「物流」が過小評価され，物流担

当者が「倉庫番」などと陰で呼ばれている。そ

の最大の理由は，物流担当者にコスト概念が要

求されていないからだと考えられる。この証拠

に，景気が下降し企業トップから物流経費の削

減が叫ばれると，物流担当者は下請け会社に運

賃や段ボール箱の価格を値切ることしかしな

い。ところが，輸送経費と製品価格が切り離さ

れている欧米では，工場渡しとした場合と，納

品した場合とで製品価格が異なることが多いた

め，物流コストを抑えるさまざまな工夫が図ら

れている，と。

つまり ， 以上の指摘から，日本企業における

物流の合理化や効率化の手法は欧米企業に学ぶ

べき点が多いのではないかと推測されるわけで

ある 。 もっともアジアで定着しつつある日本の

コンビニエンスストア(コンビニ)などの小売

業(または流通業)の国際化に関して「日本の

進んだ、物流システムや細かいサービスの国際競

争力は高い」という評価も見られる は)。した

がって，コンビニが米国で発祥しそのシステ

ムが日本に導入されて日本国内で独自の進化を

遂げたと同じように， 日本の物流システムも流

通業の分野で米欧の影響を受けながら独自の発

展を遂げた公算が大きい。

ちなみに所得水準の向上でモノ(すなわち貨

物)の動きが活発化する中国で物流業界の競争

が激しさを増しており，中国圏内の内陸部や東

北部への国内貨物の配送網整備への投資に加

え，国際貨物の増大に対応するために国際物流

への投資活動が活発化しつつあるという ( 5 ) 。

さらに新興国のインドやロシアの物流市場に新

規参入する日本の物流企業も現れていると報じ

られており，日本の物流サービスの国際化は着

実に進んでいる 。

2 -2. 宅配などの物流サービスの発展

また，大手食品メーカーが食品の宅配 (door­

to-door delivery) を行う物流事業に参入する

動きも報告されている。小売各社が PB (プラ

イベートブランドまたは自主企画)商品を強化

しているためメーカーにとって売り場の確保が

難しくなっている現状に鑑み，主として高齢者

向けに需要の拡大が見込める宅配を新たな販路

として開拓したとえば住宅地に配達網を持つ

牛乳販売店などと連携することで，高齢者が増

える大都市近郊で介護食などの顧客を獲得す

る。さらに日本の小売り各社が中国展開を加速

するのに対応し，食品卸企業が中国で日本の店

舗と同水準の高鮮度の商品を豊富に取りそろえ

た食品スーパーを展開するために，冷凍・冷蔵

などの温度管理の行き届いた物流網の整備に着

手したという ( 6) 。

一方，少子高齢化によって日本国内の消費市

場が縮小傾向にあるなかで拡大を続けているの

が， インターネット通信販売(いわゆるネット

通販)市場であり. 2012 年度には 10 兆円規模

に達するとの予測すらある。実際，インターネッ

ト通販各社は物流の効率化を図るため， 自前で

物流拠点を整備することによって配送料の引き

下げや当日配送・一括配送などのサービス拡充

の動きが活発化してきた。また，これにともな

い倉庫や宅配便などの物流業界でもインター

ネット通販への対応が重要度を増している 。 要

するに， ネット通販は参入企業の増加で顧客獲

得競争が激化し，当日配送や無料配送といった

配達サービスの充実度が消費者に選ばれる大き

な要素となっていると指摘されているわけであ
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る(7)。

さらにスーパーマーケットでもインターネッ

ト経由で消費者から生鮮食品などの注文を受

け，即日に短時間で自宅に届けるネットスー

パー(インターネット・スーパーマーケット)

が広まってきている。このネットスーパーには

各店舗から専用車を使って主に数キロ圏内にい

る近隣の顧客に届ける近隣型ネットスーパー

と宅配業者の物流サービスを活用し比較的広

域の顧客に配送する広域型ネットスーパーの 2

種類があるが，とくに後者の広域型では高齢者

や共働き世帯が増えるなかで，採算面で出店の

難しい地域の顧客獲得を狙っているという。ち

なみに農林水産省の推計によれば，生鮮品を扱

う店まで 500 メートル以上の距離があり， しか

も自動車を持たないいわゆる「買い物弱者」は

全国に 910 万人もおり，市場として有望だ、考え

られている (8) 。

このような国内外の物流またはロジステイク

スを取り巻く情勢変化のなかで，ロジステイク

ス・マーケティング戦略を考察するうえで注目

したいのが， 2011 年 3 月 11 日に勃発した東日

本大震災 (f3.11Jと略称されることがある)

後に物流活動の重要性，とりわけ消費者に身近

なコンビニの利便性が再認識されるようになっ

た点である。例えば小売店が少ない過疎地など

では小型トラックを使って弁当や日用品を届け

て回るコンビニの移動販売サービスが広まって

きており，現に近くに小売店がないなど買い物

が困難な「買い物弱者」と呼ばれる人は，経済

産業省によれば全国で約 600 万人もいると推計

されている。事実，東日本大震災を契機に高効

率の物流網を追求してきた物流体制を見直し，

地震などの災害対応を重視した物流センターの

増設に踏み切るコンビニチェーンも現れた (9 )。

そこで次章では経済産業省における研究会の

報告書をもとに「買い物弱者J (報道等では「買

い物難民 (shopping refugee) J という表現が

使われることもある)に対する地域物流の観点

から4食言すを加えていきたい。

3. r買い物弱者j に対する地域物流

3 由1.地域生活インフラとしての物流

日本では経済産業省において，地域で買い物

に不便を感じている人達が増加しているといっ

た地域の新たな課題に対応するため「地域生活

インフラを支える流通のあり方研究会j が設置

され，この研究会の報告書が 2010 年 5 月に公

表された (10)。その背景として次のような実態

が指摘されている。つまり，社会の変化ととも

に地場の中小企業や地域コミュニテイが衰退

し，お店や交通機関，医療・福祉等の日常生活

に不可欠な「生活インフラ」が弱体化している。

こうしたなかで多様化・深刻化する住民ニーズ

に地方自治体だけで応えることが難しくなって

きている， と。なお，この場合の地域における

生活インフラ，すなわち「地域生活インフラ J

とは，ある地域で安全・安心・快適な生活を送

るうえで欠かせない最低限の基盤を形成する衣

食住や交通・医療・金融等のサービスを総称し

ている。

この背景となる現象をもう少し具体的に表す

と，少子高齢化や過疎化等の社会情勢の大きな

変化にともない，買い物の場所や移動手段など

の日常生活に不可欠な機能が弱体化している地

域が発生し，特に高齢者にとって大きな問題と

なっているが，こうした機能を地方自治体だけ

で支えていくことは困難である，ということに

なる。ここで登場するのが「買い物弱者」とい

う用語で， f流通機能や交通網の弱体化ととも

に，食料品等の日常の買い物が困難な状況に置

かれている人々」と定義され，増加の兆候は高

齢者が多く暮らす過疎地や高度成長期に建てら

れた大規模団地等で見られ始めていると説明さ

れている。また，買い物弱者の数は経済産業省

では 600 万人と推計されているが，これは 60

歳以上の高齢者数に高齢者に対するアンケート

調査で「日常の買い物に不便」と回答した割合

(この項目への回答割合が最も高かった)を掛

けて算出さたものである。ただし前述したよ

うに農林水産省では買い物弱者が生鮮食料品販

売店舗までの直線距離が 500 メートル以上あ

り，かつ自動車を保有しない人口として 910 万

人にのぼると算出されており，こちらの数値の

ほうが実態に近いのではないかと考えられてい

るようである。

このような買い物弱者対策に関しては高橋等

(2012J の「物流まちづくりから見た買い物弱

者対策」と題する研究成果のなかで次のような
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注目すべき分析が行われている。つまり「買い

物弱者問題には多様なアプローチがあるが， 群

を抜いて優れているアプローチや対策は特に存

在しない。 商品の多様性(衣・食・住，最寄り

品・買回り品等)や商圏の広がりに応じて，様々

な手段を組み合わせないと，買い物弱者対策は

完結しない恐れがある。さらに具体的な買い物

弱者対策においては，それぞれの地域の実情を

も勘案する必要がある。雑駁な分類であるが，

大都市圏，地方都市(中心市街地) . 地方部では，

買い物弱者対策の前提条件や有効性に大きな差

があることは論を待たない」と 。

そのうえで，買い物弱者対策の多様なアプ

ローチを以下の 5 項目に分類している。すなわ

ち，①「流通からのアプローチ」として，共同

購入，移動販売，ネットスーパー，御用聞き，

買い物代行，②「交通からのアプローチj とし

て買い物パス ， ③「来店者の自宅に配達」とし

て ， 購入商品の配達，タクシーの活用，宅配業

者が受託，④「小売業者から歩み寄り」として，

小規模店舗の出店，中山間地域に出店，⑤「消

費者から歩み寄り」として，共同店，共食，な

どが指摘されているのである (11) 。

3 -2. r買い物弱者J とネットスーパー

一方，流通業に関しては次のような認識が記

されている 。 最初に「我々の生活は流通業があ

ることによってより便利で、快適なものになって

いる。身近なスーパーマーケットやコンビニエ

ンスストアで買い物をできなくなった生活を想

像するならば，流通業が我々の生活を支えてい

ることが実感できるのではないだろうか」と問

題提起したうえで. r一部の流通事業者は，単

に商品を流通させるのみならず，災害時の物資

提供といった防災への貢献，女性の駆け込み場

所としての防災機能や地域コミュニテイの強化

なと従来流通業には余り期待されてこなかっ

た機能を提供している。こうした意味において，

流通業は地域生活インフラの重要な一部を構成

している」と言及されている (12) 。

さらに流通については「商品を生産者から消

費者へ供給するに際しての物・貨幣・情報の流

れを意味する 。 有史以来，人間社会のあるとこ

ろ，流通は商行為や交易という形で常に存在し

てきたJ とし，生活に必要な物資の全てを自分

の力だけで生産することは困難かつ非効率的で

あるため，人間は交換によって流通をつくりだ

し流通機能の高度化が豊かな社会を成り立た

せてきた。 こうした流通機能が変化する要因と

して掲げられているのが，①運送手段などの技

術的な進歩， ②消費者の交通手段や生活スタイ

ルの変化，③振興政策や規制などの政策の影響，

という 3 点である 。

このなかで物流と最も関係が深いのは最初の

「運送手段などの技術的な進歩」と想定され，

実際にも次のような解説が加えられている 。 い

わく「運送(運搬)手段だけに注目しでも，時

代によって， 牛馬から鉄道や自動車，帆船から

タンカーや航空機等へと大きく変化してきた。

同時に， 手段の進化は担い手を変化させてきた。

個人事業者が多かった流通の担い手も，流通

ネットワークが広がり，運送(運搬)手段の確

保に大規模な投資が必要とされていくにつれ，

より大規模な法人組織が担うことが多くなって

きた」 と (3)。そうであれば，この動向が流通

事業者から物流事業者を独立の担い手として分

化させる契機になり，さらに IT (情報技術)の

進歩がそれに拍車をかけることになったと考え

られる。

こうした状況を背景に地域における物流， す

なわち新しい地域物流の形態として注目される

のが，本稿第 2 章でも触れたネットスーパー(イ

ンターネット・スーパーマーケット)の事業展

開である。そもそもネットスーパー (net­

super) とは，既存のスーパーマーケットや店

舗を持たない宅配専門業者がインターネット経

由で注文を受け，既存店舗から主に個人宅まで

注文商品を即日配達する宅配サービスを指して

いるが， この仕組みをうまく活用することで，

仕事があったり子育てで忙しいために昼間買い

物に行くことができない主婦層，あるいは高齢

者や障害者等の交通弱者にも買い物が容易にで

きるようになるとともに，スーパー側も消費者

ニーズに対応することができるという。

実際， 都市部では大手流通業者によってネッ

トスーパーが急速に普及しており ， 従来の店舗

販売に比べて宅配サービスも行うために付加価

値が高いと評価されている反面，次のような問

題点が指摘されている。「日本の小売市場は，

不況下で特に消費者が価格に敏感になり，また
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伝統的に配送などの付随サーピ、スへの対価支払

いにも抵抗感が強い。そのため，ネットスーパー

の商品価格は店舗価格とほぼ同等に設定されて

おり，配送費用なども顧客に転嫁しにくい状態

にある」と。例えば食品宅配サービスの運営に

関しては，受発注処理のための業務コスト，宅

配のための物流コスト，そして即日配送を可能

とする場合には在庫コストなどが必要になる
(14) 

。

3 -3. 地域に存在する物流網の活用

ただし多くの企業がネットスーパーへ参入

するものの赤字で苦しむなかで宅配事業で黒字

化している事例もあり，この場合は①自社での

配送業務の実現，②店舗と宅配拠点の統合，③

宅配車両のカバー範囲を 15~ 20 分とする高密

度配送，④ロッカーの設置による再配達の手間

の回避などの取り組みが行われているようであ

る。また， 60 歳以上の高齢者に対しては会員

制をとり，会員が希望する時間に担当者が電話

をかける「御用聞き」サービスを導入し安否

確認も兼ねて利用者からの支持と信頼を高めて

いると解説されている。このような成功事例を

踏まえ，規制改革の進展にも影響されるが，地

域物流に関しては今後，以下のようなビジネス

モデルが生まれてくるのではないかと提案され

ている(15) 。

その第 1 は，移動コンビニなどの移動販売車

によって物販を行うだけでなく，宅配便の受付

や公共料金の納付などのような通常のコンビニ

と同じサービスを提供する。第 2 は，地域物流

に携わる宅配ドライパーが従来の「御用聞き」

のように商品カタログを見せて高齢者などに

ネット通販をサポートする。第 3 は，地域物流

と交通機関が相乗りし，例えば宅配便の配送車

両で人の移送も行ったり，パス事業者がイン

ターネット通販事業者と連携し，バス停で注文

品を渡して決済するサービスを行う 。第 4 は新

聞配達や午乳配達等の既存の物流網を活用して

他の荷物も一緒に配達することによって地域に

おけるラストワンマイル物流を集約する，など

である。

とりわけ地域における物流網については，郵

便，宅配便，新聞配達，牛乳配達などの多数の

物流網が存在しているものの，人口減少が進む

と一つの事業から得られる収益だけでは物流網

の維持コストを賄えず，結局は撤退に追い込ま

れることになる。そこで地域の事業者聞の連携

によって，①ラストワンマイルの集約をはかる

ために複数の物流を共同配送することで物流網

の維持コストを引き下げる，②高齢者の見守り

や決済などの新たな価値を提供することによっ

て付加価値を高め，物流網の維持を可能にする

収益を確保するといった方向性が示唆されてい
る (16) 。

なお，経済産業省は 2010 年 12 月と 2011 年

5 月の 2 回に分けて『買い物弱者を支えていく

ためにJ と題する買い物弱者応援マニュアル(17)

を公表し，そのなかでは「買い物弱者J 対策が

求められる背景が次のように描かれている。「高

齢者や人口減少などの影響で，身近な場所から

買い物をするための店が撤退する地区が増えて

います。そのうえ，高齢のために自動車が運転

できない等の理由で遠くの街まで出かけること

が困難に感じる人々が多くなっています。今後

も，高齢化や人口減少は続くため，早期に手を

打っていくことが求められています」と。

同マニュアルには買い物弱者に対する全国各

地の取り組み事例が数多く掲載されているが，

買い物弱者を応援する基本的な方法として，①

身近な場所に店を作る，②家まで商品を届ける，

③家から出かけやすくする，という 3 項目が提

示されており，このなかで地域物流は 2 番目の

「家まで商品を届ける」という宅配サービスに

関連が深いといえよう。また， r買い物弱者は，

今後ますます増えると予想され，大きな課題と

なります。長期にわたって買い物弱者を継続的

に応援し続けるためには，できるだけ事業(ビ

ジネス)として行っていくことが大切です。そ

のため，買い物弱者のニーズを正しくつかみ，

低コストで継続的に運営する工夫が求められま

す」としたうえで，以下のような「力を合わせ

てサービスを続ける 7 つの工夫」が示されてい

る。

最初にサービスづくりのステップとして，利

用者ニーズを把握するための工夫に①買い物弱

者マップをつくる，②地域ごとの課題に対応す

る，が掲げられている。次に運営基盤づくりの

ための工夫には③輸配送ルートを効率化する，

④ IT を活用する， ⑤遊休設備や公的設備を活
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用する，が掲げられており，最後にサーピスの

開始と継続のための工夫には⑥住民主体で運営

する，⑦みんなで連携して事業を続ける，が挙

げられている。このなかで地域物流に関係が深

いのは， 3 番目の輸配送ルートの効率化と 4 番

目の IT の活用であろう 。

4. エリア・マーケティングと地域物流

4 -1.エリア・マーケティングの発祥

マーケテイングと物流またはロジステイクス

との歴史的な深い関係については『市場流通に

関する諸問題J と題する著書(18) のなかで言及

されているが，上述したように本稿の目的であ

るロジスティクス・マーケテイング戦略を考察

するうえでは地域物流が重要な観点になると想

定される 。 ところが近年，マーケティングの分

野では「エリア・マーケテイング (area

marketing) J という研究領域が形成されてお

り，これは「地域 (area :エリア )J を思考の

核とするマーケテイングの新しい考え方を指

し以下のように解説されている。したがって，

地域物流を考察するうえでエリア・マーケテイ

ングが地域を基盤にしている点で非常に参考に

なると推測されるわけである。

エリア・マーケテイングとは，消費者の生活

基盤である「地域」を基本に置き，地域の環境

条件と価値を把握・吟味しそれぞれの地域の

文化的，歴史的，経済的，自然的多様性を考慮

したあらゆるマーケテイング活動であり， 1970 

年代に日本で理論構築が始まった。ただしエ

リア・マーケティングは現在，次の 3 つの方向

で構成されている。①都市部に本社機能を持つ

企業はマーケテイングを全国統ーのもので計画

実行するのではなく，個別地域に対応させる。

②地方に存在する企業は自分たちの地域の価値

を最大限に活かしその価値を高めて全国的に

ブランド化し市場を拡大していく。③地元に

根付いた企業(特に流通業)がその地元で営業

を行っていく際に，地域の消費者に合わせた

マーケテイング、や営業活動を行っていく。

他方，このエリア・マーケテイングが発祥し

た要因は 2 つ挙げられる。その第 l は，実態と

して日本には地域差が存在しており，それに対

応していかなければ今後のマーケテイング活動

は機能しないという点である。第 2 は環境問題

に関係があり ， 企業が地域に密着して環境を把

握し，環境保全をはかりながら消費者ニーズに

呼応した活動をすることが，企業としての社会

的責任であり企業のあるべき姿である ， という

議論が登場したことによる， と (19) 。

そうであれば，特にスーパーマーケットやコ

ンピニなどの小売を主体とする流通業は地域差

があることを前提に，多様な地域の消費者に合

わせたマーケティングF活動を行っていかなけれ

ばならないことになり，その際に地域物流のあ

り方が事業の成否を大きく左右する重要な戦略

要因になると考えられる 。 あるいは地域物流を

戦略的な経営管理の一環として，エリア・マー

ケテイングと対照的な「エリア・ロジステイク

ス (area logistics) J と呼ばれる新しい研究領

域が誕生する契機になる可能性がある。

4 -2. 地域における消費者の問題

エリア・マーケテイングに関しては岩田

(2011) の最新の研究成果(初)のなかで以下のよ

うに論じられている。最初にマーケテイングに

対しては「人間の生活を豊かにするものとして

誕生したのにはたして応えられているのであろ

うか」とか「人間の日常生活をいかに豊かに円

滑に遂行していくかに本来の目的があったと思

われるが，それが果たして現代の世の中に届い

ているのであろうか」という疑問を提示したう

えで，エリア・マーケテイングはどうあるべき

かという点について次のように主張している。

いわく「それは人々の日常性の中に存在する生

きる糧，楽しみ，文化，知識，経済活動等々を

総合的にとらえ，そこに企業と地域と消費者の

互いの恵みが育つために地域という基盤のもと

に真撃に向き合い，統合されたものでなくては
ならない」と (21) 。

そのうえで地域を見ることからのマーケティ

ングという視点から「豊かに日常生活を送るこ

とが目的であるマーケテイングを考えると，ま

ずは最良の価値を生み出すことが出発点にあ

る。そしてその後メインテナンスが必要になる」

と記し，エリア・マーケティングの必要性を次

のように述べている。「地域ごと(足元を固める，

日常生活を営むという意味での地域)の価値創

造を基本として行動することが企業と社会と消
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費者の相互利益として適切な行為になる。遊ぶ

ことも，仕事をすることも，情報を得る上でも

地域を基盤にしてわれわれは生活を営む。人間

はさまざまな技術で距離や空間を克服してき

た。しかし人間の行動できる範囲，生活して

いる領域というのはおのずと限られてくる。イ

ンターネットなどでデジタル的に範囲を拡大す

ることは可能で、はあるが，通勤，通学，遊び，

食事，日常の買い物は地域を基盤にする。その

地域で生活しそこで企業活動を行っている企業

が当該地域の強みを活かすことに精力をかたむ

け，自分たちの身の回りの発見からスタートす

る。地域という概念を基本として，地域を舞台

としてそこに消費者と企業と社会がどのように

根をはっていくか，を考えることに価値が求め

られている」と (22) 。

その結果，次のような課題が提示されてる。

「インターネットによって大都市の情報の意味

が薄れつつあり，また新幹線も以前ほどの経済

的な意味をなさなくなってきている。そのよう

な状況下で地域の資産価値や自然価値を求める

日本人の感覚はさらに深く大きくなっている。

「地域」の視点は生産者，流通業者，消費者の

すべての領域において考慮せずには論が進まな

い」と。実際にも高齢化社会とエリア・マーケ

テイングの関係については，徒歩生活圏におけ

る商業者と社会と高齢者を含む住民との相互関

係をより密接にしなければならないと指摘され
ている(お)。

さらに商圏とマーケテイングの関係について

は，商圏が従来は小売商圏 (trade area) とし

て概念化されてきたと前置きし次のような興

味深い記述が見られる。「小売りということが

生産に対して従属的であったときは商圏そのも

のも市場という概念の一部分でしかなかった

が，経済の発展は地域というものをより高度な

機能と受益を生む舞台として押し上げた。現在

では商圏は消費者の生活活動とその生活を充足

する商品やサービスを提供する市場行動によっ

て作り出されるものと，消費者の買い物行動に

よって作り出される両者の共用空間ととらえた

ほうが的確である J と (24) 。

このような問題認識は，まさに 21 世紀の今

日ではマーケテイングと表裏一体の活動と言っ

ても過言ではない物流やロジステイクスにも当

てはまると考えなければならないであろう。そ

こで次章では最新のロジステイクスにかかわる

コンセプト(概念)の動向に検討を加えていき

たい。

5. 最新のロジスティクス・コンセプ卜

5 -1.口ジスティクスのあるべき姿とは

物流の進化形としてのロジスティクスの概念

に関しては，公益社団法人の日本ロジスティク

スシステム協会 (JILS) から 2012 年 6 月に『ロ

ジステイクスコンセプト 2020j という小冊子

(非売品)が発行され，その副題は「“物流管理

の延長"からの転換 . グローパル・サプライ

チェーン，環境，社会，安全を支えるロジステイ

クスへ」と付されている(お)。もっとも，この

新しい概念には発行した日本ロジステックスシ

ステム協会が日本で最大の荷主団体であること

や，副題のなかにサプライチェーン(供給連鎖)

という用語が含まれれていることから推測され

るように，消費者の観点よりむしろ主要な荷主

である製造業者の観点が中心になっているよう

である。

まず冒頭で「これからのロジスティクスのあ

るべき姿」が次のように説明されている。いわ

く「ロジスティクスを物流管理の延長で語る時

代は終わりました。戦後長く先進工業国であっ

た日本は，今や大量生産・大量消費を前提とし

たこれまでの産業構造とそれを基盤とした社会

構造から，大きく転換しつつあります。その中

でロジステイクスのあり方も ， 物の移動だけで

なく，産業や生活の場に届けられる価値に主眼

を置いたものへと，変革を迫られています」と。

このように「持続可能な発展」を指向して環境

への調和や資源の有効活用に立脚するととも

に，物資の移動から「価値」を届けることに主

眼を置かなければならない動向が示唆されてい

る点が注目される。

この背景は次の 7 つに集約されている。①ゴ

ミなどの大量廃棄を生み出す「大量生産 ・ 大量

消費社会の終罵J，②二酸化炭素 (CÛ2) 排出

にともなう地球温暖化など「環境に与える負の

側面の顕在化J，③急速に進展する経済活動の

「グローパル・ボーダレス化J，④レアメタル問

題に典型的に見られる「現実味を帯びる資源の
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有限性J，⑤中国をはじめとするブリックス

(BRICs) などの「新興国の産業競争力の高ま

り J. ⑥科学技術や教育・インフラ等の普遍化

および少子高齢化にともなう「日本の主力産業

たる製造業の環境変化J. ⑦ IT (情報技術)を

活用した新しいビジネスモデルへの転換や環境

問題に対応した新産業を創出する「知識・コン

テンツや情報通信による産業変革」である。

その結果. I こ れからのロジステイクスは，

その基本に立ち戻って企業内の統合管理を徹底

したうえで，全体最適の視野を拡げて，グロー

パル化するサフ。ライチェーンの効率性と持続可

能性を高め，安全・安心な生活に貢献するよう

なマネジメントへと発展しなければなりませ

ん」と主張され，持続可能な発展を実現するた

めのロジステイクスのあるべき姿を目指す方向

性として，①ロジスティクスの統合管理，②企

業や国家の壁を越える，③暮らしに安心と信頼

を提供する，④環境を将来世代にヲ|き継ぐ，⑤

人材の価値を高める，の 5 点が指摘されている。

このなかでロジスティックス・マーケテイング

戦略を考察するうえで着目されるのは. 1 番目

の「ロジスティクスの統合管理」と 3 番目の「暮

らしに安心と信頼を提供する」の 2 項目と考え

られる (お)。

5 -2. 口ジステイクスにおける社会性の発揮

l 番目の 「ロジステイクスの統合管理」につ

いては，ロジスティクスを製造業者の観点から

「需要に応じて調達，生産，販売，物流や回収・

廃棄等の活動を同期化させるためのマネジメン

ト」と定義したうえで. I顧客のニーズを原点

に据え，必要なモノを ， 必要なときに，必要な

ところへ，必要なだけ，必要な状態で， しかも

できるだけ効率的に供給するためには，企業内

の様々な部門の機能を統合的に管理・運用する

ことが必要j との観点が示されている。つまり ，

調達，生産，販売，物流等の各部門が個別に最

適化を志向すると，高コスト，過剰在庫や欠品，

物流品質の低下などの経営上のロスや環境負荷

の増大を招いてしまうため. I全体最適」を志

向するロジステイクスの考え方が必要になると

説明されているわけで、ある (27) 。

続いて 3 番目の「暮らしに安心と信頼を提供

する」の項目は消費者に重点が置かれ，ロジス

テイクスは産業を支える機能としての側面だけ

でなく生活を支える側面も備えている。これは

東日本大震災を機に改めて強く認識されたこと

であり，消費者ニーズが多様化・個別化し，情

報通信技術が大衆化する成熟社会においては，

消費者を起点とする，いわば生活基盤としての

物流活動の重要性が高まると明記されている 。

つまり，生活基盤としての側面から見ると，災

害リスクに対する強較さをはじめ，安心を提供

し社会から信頼されること，すなわち従来の効

率性に加えて社会性を発揮することが，これま

で以上に重要なロジステイクスの意義となり，

これに呼応してロジステイクスという概念も企

業から社会へと領域を拡張した，より上位の最

適化を志向する概念に発展する必要があると説

かれているわけである(お)。ちなみに企業活動

の社会的側面を重視した「企業経営の社会性J

とか「ソーシャル・マーケティング」という概

念に加え. Iソーシャル・ロジステイクス」 と

いう概念もすでに使われている点を付言してお
きたい(お)。

一方，あるべき姿を実現するための取り組み

として次の 7 つの「ロジステイクスの指針J が

示されている。それは①ロジステイクスの統合

管理による全体最適化，②サプライチェーン効

率化のための企業問連携の促進，③サプライ

チェーンのグローパル化への対応，④囲内物流

量減少等の社会構造変化への対応，⑤情報化社

会への対応，⑥リスクマネジメントへの対応，

⑦環境問題・ CSR 等への対応，である。この

なかで本稿におけるロジスティックス・マーケ

テイング戦略を考察するうえでは，特に 4 番目

の「国内物流量減少等の社会構造変化への対応J

と 5 番目の「情報化社会への対応」に注目する

必要があろう (30) 。

最初の「囲内物流量減少等の社会構造変化へ

の対応J については，少子高齢化といった社会

構造の変化がロジステイクスにも様々な課題を

投げかけていると前置きしたうえで，人口減少

等にともなう国内需要の減少や，囲内の立地優

位性の低下による海外生産の進展等による国内

物流量の減少が予想され，これに対応するため

に効率的な物流システムや物流ネットワークの

構築，企業間提携の促進，サービスの適正化等

が求められている O 他方. I量から質J への転
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換も求められ，例えば高齢者に対するきめ細か

な宅配サービスやインターネット・オークショ

ンの商品代金回収といった高付加価値なサービ

スの提供，あるいは事故率が低いと同時に定時

性が高いといった高品質の物流サービスの提供

などに取り組み新たな分野を開拓することの必

要性が強調されている。

また. I情報化社会への対応」では，インター

ネットを通じた取引は宅配等の小口貨物の需要

をさらに増大させ，インターネットを通じた生

産者と消費者の直接取引が拡大すれば中間流通

のあり方や物流事業者の役割も変化することが

予想されるので，長期的視点に立って物流サー

ビスや物流システムの見直しを進めることが求

められている。なお，こうした兆候はネット・

スーパーなどの成功事例にも垣間見ることがで

きるであろう。

6. まとめ

21 世紀の今日の日本においてロジステイク

ス・マーケテイング戦略を考察するうえで最も

重要な情勢変化は，少子高齢化による人口減少

にともなう国内市場の縮小傾向であろう。しか

し少子高齢化は園内市場の縮小による物流量

の減少をもたらすだけでなく，農村部の過疎地

とともに人口密集地の都会においてさえ買い物

弱者を増大させる大きな要因になっていること

を忘れてはならない。ここにこそ企業経営の社

会性 (socialcontext of corporate management) 

の観点から，現在ではロジステイクス・マーケ

テイング戦略に社会性 (social context) が強

く求められるようになった根拠が存在する。

ところが同じような人口構成の変化にともな

う現象は新興国の中国でも表面化しつつある。

中国では人口増を抑制するために 1979 年以降

いわゆる「一人っ子政策」を導入してきたが，

それが近年になり若年人口の減少をもたらした

だけでなく，都市化の進展で 2011 年末時点で

都市部の人口が初めて農村部の人口を上回ると

ともに，サービス産業などの第 3 次産業従事者

の比率が 35% に達して第 l 次産業従事者を上

回るようになった。さらに都市部では衣食住や

教育費などの生活コストが上昇したため，

IDINKS (ダブル・インカム・ノー・キッズ ) J

と呼ばれる子供をつくらない共働き夫婦が増え

てきたという (31)。したがって，少子高齢化を

背景に日本の市場で起こっている現象は，早晩，

中国の市場でも起こる公算が大きい。

このような状況を踏まえると，ロジステイク

スを重視したマーケテイング戦略といえるロジ

ステイクス・マーケテイング戦略の構成要因と

なるマーケテイング・ミックスには，生産者に

重点を置いた伝統的な 14PJ に代わって消費

者に重点を置く 14CJ が適切と考えられる。

とりわけ 14cJ を形成する「顧客の解決策

(Customer solution) J I 消費者のコスト

(Cost)J I買い手の便利さ (Convenience)J I双

方向のコミュニケーション (Communication)J 

の 4 つのなかでは，買い物弱者に対するネット・

スーパーなどの対応に見られるように戦略的に

「買い手の便利 さ (Convenience) J が今後最も

重視されるべき要因になるのではないかと推測

される。要するに，これからのロジステイクス・

マーケテイング戦略の実践においては宅配サー

ピスなどを活用した地域物流の視点が欠かせな

いわけである。

例えば 21 世紀になってから発表された

Christopher [2005) の研究成果(32) によれば，

ロジステイクス・システムの最終目的は顧客満

足にあり (theultimate purpose of any logistics 

system is to satisfy customers) .市場から離

れたところにいると見られている生産調整や在

庫管理の担当者はその点を認識することが必ず

しも容易ではないが，実際には組織の誰もが顧

客サービス (customer service) にかかわって

いるという。そのうえで「マーケテイングとロ

ジステイクスの共通領域 (The marketing and 

logistics interface) J という見出しのもとで以

下のように論じられている。

「教科書ではマーケティングを‘4Ps' ー製

品 (product) .価格 (price) .販促 (promotion). 

場所 (place) の運営 (marketing as the 

management of the ‘Four Ps' )として記述し

ているけれども，常に最初の 3 つの P に重点

が置かれてきたというのが実態であろう。「正

しい時間に，正しい場所に，正しい製品を (the

right product, in the right place at the right 
time) J という古い文言で表すのが良かった「場

所 (place)J は，マーケティングの本流の一部



ロジステイクス・マーケティング戦略に関する研究 43 

であるとはめったに考えられなかった。しかし

ながら，顧客サービスの力が差別化

(differen tia tion) の手段として次第に認識さ

れるにつれて，この見解は変化しつつある兆候

が見られる。多くの市場においてブランドの力

が衰退しそれに代わるものを顧客は進んで、受

け入れるようになってきたからである。つ まり

製品聞の技術的相違が小さくなった結果，製品

自体を通して競争優位 (competitive edge) を

保つことが難しい。このような情勢のもとで企

業間競争における差別化を提供するのが，まさ

に顧客サービスである」と。

ちなみに 4Ps の「場所 (place)J は， しばし

ばチャネル (channel) ，マーケテイング・チャ

ネル (marketing channel)または配送チャネ

ル (distribution channel)として言及される

ことがある。この場合のマーケティング・チャ

ネルまたは配送チャネルとは「消費者や企業

ユーザーに製品やサービスを消費または使用で

きるようにすることを推進する一連の独立した

諸組織 (Aset of interdependent organizations 

that help make a product or service available 

for use or consumption by the consumer or 

business user.) J と定義され，具体的には配

送業，輸送業，倉庫業などを指している。

さらにマーケテイング・チャネルは価値伝達

ネットワークの下流サイドにある (on the 

downstream side of the value delivery 

network) と捉えられているが，次のようにチャ

ネルの差別化が競争優位を得ることになると主

張されている点が注目される (33)。いわく「チャ

ネルの差別化を実践している企業は，チャネル

の適用範囲，専門技術，業務実績を設計するこ

とによって競争優位を得る (Firms that 

practice chα nnel differentiation gain 

competitive advantage through the way they 

design their channel's coverage , expertise , 

and performance.) J と。なお，参考までにサ

プライチェーン (supply chain :供給連鎖)に

ついては次のような説明が見られ，これもチャ

ネルの一環と考えられていることが分かる。「原

材料から部材，さらに最終購入者のところへ運

ばれる最終製品まで拡張されたより長いチャネ

ル (a longer channel stretching from raw 

materials to components to final products 

that are charried to the final buyers) J であ

ると。

以上のように 21 世紀の今日では，顧客サー

ビスの一環としてのロジステイクスの要素が

マーケテイング・ミックスと呼ばれる 4Ps の「場

所」からチャネルの差別化などを通して 4Cs

の「便利さ」へと重点を移しそれが買い物弱

者の増大傾向を背景にロジスティックを重視す

るロジステイクス・マーケテイング戦略の必要

性を高めたと結論づけられる。ただしその戦

略には地域物流などに関して社会性というもの

が強く求められるようになったことから，将来

的にソーシャル・ロジステイクスに対する研究

が一層重要になるのではないかと予想されるの

で，この点に関する考察を今後の研究課題とし

て最後に提示しておきたい。
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